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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第122期中 第123期中 第124期中 第122期 第123期

会計期間

自　平成24年
　　10月１日
至　平成25年
　　３月31日

自　平成25年
　　10月１日
至　平成26年
　　３月31日

自　平成26年
　　10月１日
至　平成27年
　　３月31日

自　平成24年
　　10月１日
至　平成25年
　　９月30日

自　平成25年
　　10月１日
至　平成26年
　　９月30日

売上高 (千円) 4,902,793 5,164,214 ― 9,429,221 9,723,548

経常利益 (千円) 203,194 514,816 ― 224,987 495,518

中間(当期)純利益 (千円) 106,003 283,573 ― 77,624 167,876

中間包括利益又は
包括利益

(千円) 106,003 283,573 ― 77,624 167,876

純資産額 (千円) 3,888,052 4,095,334 ― 3,859,673 3,880,127

総資産額 (千円) 8,899,458 9,287,057 ― 8,742,077 9,449,612

１株当たり純資産額 (円) 9,720.13 11,898.99 ― 9,649.18 11,273.71

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 265.01 725.82 ― 194.06 456.89

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.69 44.10 ― 44.15 41.06

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △213,953 418,795 ― 94,767 782,433

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,192,159 △117,793 ― △2,261,142 △1,226,420

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △66,000 △47,912 ― △66,000 △47,912

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 2,199,838 2,692,665 ― 2,439,575 1,947,676

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
261 250 ― 247 259
(35) (16) (―) (29) (26)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第124期中については中間連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

 2/35



 

(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第122期中 第123期中 第124期中 第122期 第123期

会計期間

自　平成24年
　　10月１日
至　平成25年
　　３月31日

自　平成25年
　　10月１日
至　平成26年
　　３月31日

自　平成26年
　　10月１日
至　平成27年
　　３月31日

自　平成24年
　　10月１日
至　平成25年
　　９月30日

自　平成25年
　　10月１日
至　平成26年
　　９月30日

売上高 (千円) 4,722,062 5,113,861 5,185,083 9,096,327 9,673,195

経常利益 (千円) 203,268 501,197 582,290 215,900 481,900

中間(当期)純利益 (千円) 112,702 287,970 385,481 81,233 171,327

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 200,000 100,000 100,000 200,000 100,000

発行済株式総数 (株) 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

純資産額 (千円) 3,806,993 4,015,582 4,267,212 3,775,524 3,898,939

総資産額 (千円) 8,784,342 9,201,758 9,349,234 8,617,712 9,355,054

１株当たり純資産額 (円) 9,517.48 11,667.27 12,398.38 9,438.81 11,328.36

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 281.75 737.07 1,120.01 203.08 466.28

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 50 50

自己資本比率 (％) 43.33 43.64 45.64 43.81 41.68

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △34,084 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △91,774 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △117,208 ― ―

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,616,441 ― ―

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
253 250 256 247 259
(25) (16) (22) (29) (26)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第122期中、第123期中、第122期及び第123期については中間連結財務諸表(連結財務諸表)を作成しているた

め、第124期中については関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 第122期中、第123期中、第122期及び第123期については中間連結財務諸表(連結財務諸表)を作成しているた

め、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッ

シュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

 
３ 【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、出版業を行ってまいりました㈱東洋経済リサーチセンター（連結子会社）について、平成

27年３月16日を以って清算結了したために関係会社に該当しなくなりました。

 
４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(名) 256(22)
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。

 

(2) 労働組合の状況

財務諸表提出会社の労働組合は、東洋経済新報社労働組合と称し、平成27年３月31日現在における組合員は  

122名で、団体の日本出版労働組合連合会に加盟しております。

なお、労使関係については引き続き安定した状態にあります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1)業績

当2015年度上半期（2014年10月～2015年3月）における経済環境は、米国の量的金融緩和政策終了と事実上のゼロ金利

政策の維持、原油価格の急落、中国経済の成長鈍化などが注目を集めましたが、世界景気は概ね緩やかに拡大しまし

た。国内では、日銀による追加金融緩和の決定、対ドル円安の進展、自民・公明による衆院選勝利および第三次安倍内

閣発足、企業業績の改善等を受けて、株式市場は上昇を続け、2014年10月に1万4000円台だった日経平均株価は、3月末

には1万9000円台に達しました。一方、当社が依拠する出版市場は、十数年連続のマイナス成長から抜け出せず、書店や

駅売店の相次ぐ閉鎖による販売チャネルの縮小なども生起させ、構造的な不況と言うべき厳しい状況に陥っています。

 こうした事業環境の中、当社は前々期に黒字転換を果たし、前期に大きく改善した経営基盤をさらに確固たるものに

すべく、新規事業の育成と既存事業の効率化の両面から種々の施策を打ってきました。

 既存事業については、経済・ビジネス書などの書籍が、出版市場の環境悪化から厳しい結果を強いられました。た

だ、株高により『会社四季報』など投資関連雑誌や投資データ販売は売上を増やすことができました。また、ネット広

告や電子出版、セミナー、カスタム（受託制作）出版といった新規成長分野の事業が引き続き拡大し、業績に貢献しま

した。これらの中でも、特に「東洋経済オンライン」は、前期7月以後、アクセス数を伸ばし続け、3月には月間1億ペー

ジビューを達成しました。これにより、ビジネス情報系サイトで断トツのNo.１となり、ネット広告収入の成長をさらに

加速させることができました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は51億8,508万円（前年同期比101.4％）、経常利益5億8,229万円（前年同期比

116.2％）、中間純利益3億8,548万円（前年同期比133.9％）となりました。

 

(出版事業)

雑誌部門は、『週刊東洋経済』が減収を余儀なくされましたが、印刷費・用紙代などのコスト削減により前期並みの

収益を維持しました。また、電子版の『週刊東洋経済』は、着実に読者数が増加しました。一方、株価上昇を背景に

『会社四季報』や『会社四季報ワイド版』『会社四季報プロ５００』は増収増益を達成しました。『就職四季報』シ

リーズは、新卒学生の採用選考開始時期の後ろ倒しにより、上期の販売部数は前期比で若干の減少となりましたが、4月

以降の後伸びに期待しています。『会社四季報 業界地図』は、コンビニなど新たな販路を拡大することで、好調な販売

を持続しました。

 書籍部門は、『現場論』『日本人のためのピケティ入門』『孫正義の参謀』などが版を重ね、読者の支持を得ました

が、厳しさを増す出版不況の中で減収減益となりました。電子書籍は、紙版との同時発売や電子書店と協力したキャン

ペーンなどの効果もあり、成長を持続させています。

 データ部門は、株価上昇の効果もあり会社四季報関連データが寄与したほか、法人や大学・研究機関からの需要が広

がりをみせ、堅調に推移しました。

　ビジネスプロモーション部門（旧広告部門等）では、雑誌広告が純広告の減少などにより前期比で減収減益となりま

したが、ネット広告は、「東洋経済オンライン」のページビュー急増や、最新技術による新しい広告表示方法の導入に

伴い、スポンサーの幅も広がり、大幅な増収増益を記録しました。

この結果、売上高は50億8,058万円、営業利益5億2,637万円となりました。
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(賃貸事業)

不動産部門では、本町ビルの空調機器更新により、前年同期比で維持管理費が大幅に増加しました。

　この結果、売上高は1億450万円、営業利益4,594万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、16億1,644万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益６億4,875万円となり、売上債権１億8,342万円ならびに前

受金8,038万円の増加等による支出及び法人税等の支払２億1,976万円等があったため、3,408万円の資金の支出となりま

した。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社の清算による収入9,055万円、有形固定資産の取得１億3,851万円の支

出等があったため、9,177万円の資金の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動キャッシュ・フローは、短期借入金の返済２億8,000万円の支出等があったため、１億1,720万円の資金の支

出となりました。

 

　※前年は、連結業績での開示のため、前年同期比は記載しておりません。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 6,092,610 －

賃貸事業 － －

合計 6,092,610 －
 

(注) １　金額は総生産数量を販売価額によって換算しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前年は連結業績での開示のため、前年同期比は記載しておりません。

 

(2) 外注実績

当社では、刊行物の印刷製本を外注に依存しております。

当中間会計期間における外注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 外注高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 523,278 －

賃貸事業 － －

合計 523,278 －
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年は連結業績での開示のため、前年同期比は記載しておりません。

 

(3) 受注実績

当社では、受託出版物を受注生産しております。

当中間会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 89,613 － 67,491 －

賃貸事業 － － － －

合計 89,613 － 67,491 －
 

　(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年は連結業績での開示のため、前年同期比は記載しておりません。
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(4) 販売実績

当中間会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 5,080,580 －

賃貸事業 104,502 －

合計 5,185,083 －
 

(注) １　前年は連結業績での開示のため、前年同期比は記載しておりません。

      ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前中間会計期間
(自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱トーハン 737,754 14.3 688,674 13.3

日本出版販売㈱ 1,008,599 19.5 974,052 18.8
 

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

経営成績に関しましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」をご参照願います。

（2）財政状態の分析

当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ582万円（0.0％）減少し、93億 4,923万円となりました。

　流動資産は前事業年度末に比べ5,554万円（0.7％）減少し77億3,964万円、固定資産は4,972万円（3.2％）増加

し、16億958万円となりました。負債の合計は、前事業年度末に比べ3億7,409万円（6.9％）減少し50億8,202万円と

なりました。純資産の合計は、前事業年度末に比べ3億6,827万円（9.4％）増加し42億6,721万円となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローに関しましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」をご参照願います。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000

計 800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 非上場・非登録 （注）1、2

計 400,000 400,000 ― ―
 

（注）1　単元株制度は採用しておりません。

　　　2　株式の譲渡制限に関する定款の定めは次の通りであります。

　　　　当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は取締役会の承認を受けなければならない。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年３月31日 － 400,000 － 100,000 － 22,502
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 12,750 3.18

山縣　裕一郎 東京都杉並区 10,840 2.71

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 10,500 2.62

駒橋　憲一 東京都文京区 10,070 2.51

田北　浩章 千葉県八千代市 9,045 2.26

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目1番２号 8,250 2.06

遠藤　俊三 埼玉県さいたま市浦和区 5,735 1.43

安西　達也 神奈川県横浜市港北区 5,445 1.36

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 5,250 1.31

王子製紙株式会社 東京都中央区銀座四丁目７番５号 4,750 1.18

計 ― 82,635 20.65
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式55,825株（13.96%)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 55,825 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式344,175 344,175 ―

発行済株式総数 　　　　400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 344,175 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東洋経済新報社

東京都中央区日本橋本石
町一丁目２番１号

55,825 ― 55,825 14.0

計 ― 55,825 ― 55,825 14.0
 

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　非上場・非登録のため該当事項はありません。

 
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)に

基づいて作成しております。

また、前中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、中間キャッシュ・フロー計算書に係る比

較情報は記載しておりません。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(自平成26年10月１日　至平成27年３月

31日)の中間財務諸表について、八重洲監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年９月30日)
当中間会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,909,509 4,666,441

  売掛金 1,886,641 2,066,672

  たな卸資産 ※1  539,956 ※1  584,714

  繰延税金資産 288,170 269,277

  その他 171,633 154,313

  貸倒引当金 △717 △1,769

  流動資産合計 7,795,194 7,739,649

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 844,010 909,825

   その他（純額） 107,569 94,979

   有形固定資産合計 ※2  951,580 ※2  1,004,805

  無形固定資産 65,147 96,823

  投資その他の資産   

   投資有価証券 62,596 62,596

   繰延税金資産 356,875 323,055

   その他 124,890 126,924

   貸倒引当金 △1,230 △4,621

   投資その他の資産合計 543,132 507,954

  固定資産合計 1,559,860 1,609,584

 資産合計 9,355,054 9,349,234
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年９月30日)
当中間会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 670,245 626,147

  短期借入金 172,000 72,000

  未払費用 486,444 417,638

  未払法人税等 214,458 194,001

  前受金 674,163 593,780

  返品調整引当金 245,187 252,687

  返品債権特別勘定 107,630 101,965

  特別修繕引当金 78,600 78,600

  環境対策引当金 49,500 -

  賞与引当金 318,664 327,617

  役員賞与引当金 28,990 -

  その他 ※3  155,841 ※3  153,173

  流動負債合計 3,201,726 2,817,611

 固定負債   

  退職給付引当金 2,097,099 2,102,363

  役員退職慰労引当金 37,568 42,325

  その他 119,721 119,721

  固定負債合計 2,254,388 2,264,409

 負債合計 5,456,115 5,082,021

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 22,502 22,502

   その他資本剰余金 100,000 100,000

   資本剰余金合計 122,502 122,502

  利益剰余金   

   利益準備金 50,000 50,000

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,766,000 1,766,000

    繰越利益剰余金 1,888,349 2,256,623

    その他利益剰余金合計 3,654,349 4,022,623

   利益剰余金合計 3,704,349 4,072,623

  自己株式 △27,912 △27,912

  株主資本合計 3,898,939 4,267,212

 純資産合計 3,898,939 4,267,212

負債純資産合計 9,355,054 9,349,234
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②【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 5,113,861 5,185,083

売上原価 3,185,773 3,154,931

売上総利益 1,928,088 2,030,151

販売費及び一般管理費 1,415,506 1,457,834

営業利益 512,582 572,316

営業外収益 ※1  11,940 ※1  11,268

営業外費用 ※2  23,325 ※2  1,294

経常利益 501,197 582,290

特別利益 ※3  13,353 ※3  81,558

特別損失 ※4  12,868 ※4  15,098

税引前中間純利益 501,682 648,750

法人税、住民税及び事業税 261,414 210,554

法人税等調整額 △47,703 52,713

法人税等合計 213,711 263,268

中間純利益 287,970 385,481
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③【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 平成25年10月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 200,000 22,502 ― 22,502

当中間期変動額 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
△100,000 　 100,000 100,000

剰余金の配当 　 　 　 　

中間純利益 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　

当中間期変動額合計 △100,000 ― 100,000 100,000

当中間期末残高 100,000 22,502 100,000 122,502
 

 

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 1,766,000 1,737,022 3,553,022 ― 3,775,524 3,775,524

当中間期変動額 　 　 　 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △20,000 △20,000 　 △20,000 △20,000

中間純利益 　 　 287,970 287,970 　 287,970 287,970

自己株式の取得 　 　 　 　 △27,912 △27,912 △27,912

当中間期変動額合計 ― ― 267,970 267,970 △27,912 240,057 240,057

当中間期末残高 50,000 1,766,000 2,004,992 3,820,992 △27,912 4,015,582 4,015,582
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 当中間会計期間(自 平成26年10月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 100,000 22,502 100,000 122,502

当中間期変動額 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
 　   

剰余金の配当 　 　 　 　

中間純利益 　 　 　 　

当中間期変動額合計 ― ― ― ―

当中間期末残高 100,000 22,502 100,000 122,502
 

 

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 1,766,000 1,888,349 3,704,349 △27,912 3,898,939 3,898,939

当中間期変動額 　 　 　 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △17,208 △17,208 　 △17,208 △17,208

中間純利益 　 　 385,481 385,481 　 385,481 385,481

当中間期変動額合計 ― ― 368,273 368,273 ― 368,273 368,273

当中間期末残高 50,000 1,766,000 2,256,623 2,256,623 △27,912 4,267,212 4,267,212
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前中間純利益 648,750

 減価償却費 63,515

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,443

 賞与引当金の増減額（△は減少） 8,953

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △28,990

 返品調整引当金の増減額（△は減少） 1,834

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,263

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,757

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △49,500

 受取利息及び受取配当金 △528

 支払利息 520

 子会社清算損益（△は益） △80,558

 固定資産除却損 15,098

 売上債権の増減額（△は増加） △183,421

 たな卸資産の増減額（△は増加） △44,757

 仕入債務の増減額（△は減少） △44,097

 未払債務の増減額（△は減少） △74,816

 前受金の増減額（△は減少） △80,383

 未払消費税等の増減額（△は減少） 2,470

 その他 17,069

 小計 185,621

 利息及び配当金の受取額 505

 利息の支払額 △442

 法人税等の支払額 △219,769

 営業活動によるキャッシュ・フロー △34,084

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △138,512

 無形固定資産の取得による支出 △35,794

 子会社の清算による収入 90,558

 短期貸付金の増減額（△は増加） 336

 その他 △8,362

 投資活動によるキャッシュ・フロー △91,774

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入れによる収入 180,000

 短期借入金の返済による支出 △280,000

 配当金の支払額 △17,208

 財務活動によるキャッシュ・フロー △117,208

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △243,068

現金及び現金同等物の期首残高 1,859,509

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  1,616,441
 

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

20/35



【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

　理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、取得価額と額面金額との差額が金利の調整と認められる債券については、償却原価法

　により原価を算定しております。

　(2) たな卸資産

主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

①平成10年３月31日以前に取得したもの……旧定率法

②平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの……旧定額法

③平成19年４月１日以降に取得したもの……定額法

建物以外

①平成19年３月31日以前に取得したもの……旧定率法

②平成19年４月１日以降に取得したもの……定率法

なお、主な耐用年数については以下のとおり

建物 3～50年

構築物 10～20年

工具器具及び備品 3～20年

　(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

　(3) 長期前払費用

定額法
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３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 単行本在庫調整勘定

単行本の陳腐化による損失に備えるため、法人税法基本通達に規定する方法と同一の基準により計上しておりま

す。

　(3) 返品調整引当金

定期刊行物及び単行本の返品による損失に備えるため、過去の返品実績を勘案した所要額を計上しております。

　(4) 返品債権特別勘定

定期刊行物の返品による損失に備えるため、法人税法基本通達に規定する方法と同一の基準により計上しており

ます。

　(5) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(6) 役員賞与引当金

　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(7) 特別修繕引当金

　　修繕に要する費用の支出に備えるため、改修費用の見積額の当期間対応額を計上しております。

(8) 環境対策引当金

　　石綿障害予防規則等の法令に基づく撤去費用等の処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額

　　を計上しております。

　(9) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計

期間末に発生していると認められる額を計上しております。

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

　②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　(10) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。

　

４　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日までの期間が３ヶ

月以内の短期投資からなっております。

 
５　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当中間会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更いたしました。

なお、当該変更による影響はありません。

 

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

 

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ

等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の37.11％から、平成27年10月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について35.36％に

なりました。

この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は17,021千円減少し、法人税等

調整額が同額増加しております。

 

(中間貸借対照表関係)

※１　資産の金額より直接控除した単行本在庫調整勘定の額

 

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当中間会計期間
(平成27年３月31日)

製品 422,071千円 461,846千円
 

 

※２　資産の金額より直接控除している減価償却累計額の額

 
 

前事業年度
(平成26年９月30日)

当中間会計期間
(平成27年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 1,679,931千円 1,425,149千円
 

 

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び中間申告納付消費税等と仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

 

※ 偶発債務

　(債務保証)

提出会社従業員の住宅資金の銀行借入に対し、12,396千円(前事業年度は12,971千円)の債務保証をしておりま

す。
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(中間損益計算書関係)

※１　営業外収益の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

受取利息 285千円 405千円

受取配当金 43千円 123千円

故紙売却収入 3,339千円 4,017千円

為替差益 390千円 1,639千円
 

 

※２　営業外費用の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

支払利息 835千円 520千円

著作権使用料 11,805千円 773千円
 

 

※３　特別利益の主要項目

 
前中間会計期間

(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

子会社清算益 13,353千円 80,558千円
 

 

※４　特別損失の主要項目

 
前中間会計期間

(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

固定資産除却損 10,988千円 15,098千円
 

 

※　　減価償却実施額

 

 
前中間会計期間

(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

有形固定資産 43,604千円 52,150千円

無形固定資産 14,895千円 11,364千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成25年10月１日　至　平成26年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 400 ― ― 400
 　

当中間会計期間中の変動はありません。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) ― 55 ― 55
 

(増加事由の概要)

平成25年12月24日の定時株主総会での決議による自己株式の取得　55千株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年12月24日　
定時株主総会

普通株式 20,000 50 平成25年9月30日 平成25年12月25日
 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 400 ― ― 400
 　

当中間会計期間中の変動はありません。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 55 ― ― 55
 

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年12月24日　
定時株主総会

普通株式 17,208 50 平成26年9月30日 平成26年12月25日
 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
当中間会計期間

(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金 4,666,441千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△3,050,000千円

現金及び現金同等物 1,616,441千円
 

 

(金融商品関係)

当中間会計期間(自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注2)を参照下さい。)

 

 
中間貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 4,666,441 4,666,441 －

(2) 売掛金 2,066,672 2,066,672 －

資産計 6,733,114 6,733,114 －

(1) 買掛金 626,147 626,147 －

(2) 未払費用 417,638 417,638  

(3) 短期借入金 72,000 72,000 －

負債計 1,115,785 1,115,785 －
 

　(注１) 金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金　(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 買掛金　(2) 未払費用　(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：千円)

 中間貸借対照表計上額

市場性のない非上場株式 62,596
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(有価証券関係)

前事業年度(平成26年９月30日)

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

　当社が保有する建物における石綿障害予防規則に基づくアスベスト除去費用については、見積不可のため計上してお

りません。

 

(賃貸等不動産関係)

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に前事業年度の末日に比して著しい変動が認めら

れないため、賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間における主な変動並びに中間決算日における時

価及び当該時価の算定方法の記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 当中間会計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年３月31日)

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、意思決定機関が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、取り扱う製品・サービス別に「出版事業」、「賃貸事業」の計２つを報告セグメントとしております。

　

 事業区分 主な製品

出版事業 雑誌・書籍の出版、販売、広告営業ほか 週刊東洋経済、会社四季報

賃貸事業 ビル、駐車場の賃貸  
 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

　なお、当社では、事業セグメントへの資産等の配分はおこなっておりません。

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

 
報告セグメント

調整額(千円)
中間財務諸表
計上額(千円)出版事業

(千円)
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

売上高      

  外部顧客への売上高 5,080,580 104,502 5,185,083 － 5,185,083

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － -

計 5,080,580 104,502 5,185,083 － 5,185,083

セグメント利益又は損失
（△）

526,372 45,944 572,316 － 572,316
 

 

【関連情報】

当中間会計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　　報告セグメントと同一のため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　日本国内の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　日本国内に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

28/35



 

３ 主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名 売上高(千円) 関連するセグメント名

㈱トーハン 688,674 出版事業

日本出版販売㈱ 974,052 出版事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

項目
前事業年度

(平成26年９月30日)
当中間会計期間
(平成27年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 11,328円36銭 12,398円38銭

　(算定上の基礎)   

(中間)貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) 3,898,939 4,267,212

普通株式に係る純資産額(千円) 3,898,939 4,267,212

(中間)貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る純資
産額との差額(千円)

－ －

普通株式の発行済株式数(株) 400,000 400,000

普通株式の自己株式数(株) 55,825 55,825

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(株)

344,175 344,175
 

　

項目
前中間会計期間

(自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日)

(2) １株当たり中間純利益 737円07銭 1,120円01銭

　(算定上の基礎)   

中間損益計算書上の中間純利益(千円) 287,970 385,481

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る中間純利益(千円) 287,970 385,481

普通株式の期中平均株式数(株) 390,695 344,175
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第123期(自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日)平成26年12月24日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成27年６月12日

株式会社東洋経済新報社

取　締　役　会　　御　中

 

八重洲監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　三　　井　　智　　宇 　㊞

 

 

業務執行社員  公認会計士　　廣　　瀬　　達　　也 　㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東洋経済新報社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの第124期事業年度の中間会計期間(平成26

年10月１日から平成27年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社東洋経済新報社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成26年

10月１日から平成27年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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